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令和５年度一般会計補正予算
令和６年度一般会計補正予算
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審  議  結  果

補正予算第２号に対する修正案が提出され
全会一致で可決されました

　この修正案は、予算案から「保育園整備工事」の3080万円を削減し、債務負担行為
補正の「美良布保育園建設事業の部」を削除するものです。
　発議者の代表として修正動議の趣旨説明を行った小松紀夫議員と、修正案に対する賛
成討論を行った濱田百合子議員の発言の要旨を紹介します。

①事業費の増加
　仮園舎は２階建てを想定していたが、準耐
火建築物以上の構造が必要との指摘を受け平
屋に変更したことから、１億円の経費が必要
となった。
　建設用地は、掘り起こしてみないと分から
ない埋設物も多く、予算増額の可能性もある。
②建設予定地の課題
　法定外公共物（赤線・青線）の移設には、
隣接地権者や自治会長、水利組合長の全ての
同意が必要だが、いまだに見通しが立ってい
ない。
　工事中の騒音対策や、完成後に防音壁を設
置したとしても、新園舎の運営上支障を来す
ことも懸念される。
③仮園舎での保育活動
　設計変更により園庭が狭くなるが、３～５
歳児の外遊びは重要で、近くの多目的広場な
どに出かける際の園児の安全確保など、保育
園の体制や、保護者の理解が得られるかなど
心配がある。
　以上のような課題のある中で、今の場所で
の建築は困難である。
　早急にノウハウを持った専任スタッフを決
めて建設用地確保に全力を注ぎ、新園舎を建
設することが最善である。

日本共産党
濱田  百合子　議員

賛 成
討 論

　今回の補正に関しては、去る５月21日の
全員協議会において、担当課からの説明を受
ける中で、事業実施に当たっての懸案事項が
示された。
　幾つかの懸案事項の中で、特に深刻な事項
は、法定外公共物（赤線・青線）の境界確定
ができないことである。
　このまま計画に沿って事業を進めた場合、
法定外公共物の上に保育園を建設することと
なる。そうなれば「香美市法定外公共物管理
条例」に違反することから、市民に対して義
務を課しているのにもかかわらず、自治体が
条例に反することから、現状での建設はあり
得ない。
　境界確定の交渉は、１年３か月にわたり行
われているが進展はなく、一方で、建設に向
けたスケジュールでは、７月にはプール解体
工事、仮園舎用地造成工事が予定されている。
　議会としては、一日も早い保育園の建設を
望んではいるが、このような状況では今回の
補正を認めるわけにはいかない。
　建設検討委員会が建設場所を決定した際に
は、このような事態を想定できなかったので
はないかと考えるが、ここは、一旦立ち止ま
ることを求める。

自由クラブ
小 松　紀 夫　議員発議者
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審  議  結  果
３月臨時会議（３／29）
◆議案
第40号 令和５年度香美市一般会計補正予算（第12号）
第41号 香美市税条例の一部を改正する条例の制定について
第42号 香美市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例の制定について
第43号 香美市介護保険条例の一部を改正する条例の制定について
第44号 香美市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例の制定について
第45号 香美市指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例の制定について
第46号 香美市立デイサービスセンターびらふの設置及び管理に関する条例を廃止する条例の制定について
◆同意

第1～3号 香美市固定資産評価審査委員会委員の選任について
４月臨時会議（４／23）
◆報告
第 3 号 香美市税条例の一部を改正する条例の制定について
第 4 号 香美市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について
◆議案
第47号 令和６年度香美市一般会計補正予算（第１号）
◆同意
第 4 号 教育委員会委員の任命について
５月臨時会議（５／21）
◆同意
第 5 号 教育委員会教育長の任命について
◆発議
第 1 号 香美市議会基本条例の一部を改正する条例の制定について
第 2 号 香美市議会会議規則の一部を改正する規則の制定について
６月定例会議（６／３～６／28）
◆報告
第 5 号 繰越明許費繰越計算書（一般会計）の報告について
第 6 号 水道事業会計予算繰越計算書の報告について
第 7 号 下水道事業会計予算繰越計算書の報告について
第 8 号 損害賠償の額の決定及び和解について
◆議案
第48号 令和６年度香美市一般会計補正予算（第２号）

「令和６年度香美市一般会計補正予算（第２号）に対する修正案」
第49号 令和６年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算（第１号）
第50号 令和６年度香美市国民健康保険特別会計（事業勘定）補正予算（第２号）
第51号 令和６年度香美市介護保険特別会計（保険事業勘定）補正予算（第１号）
第52号 香美市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例の制定について
◆発議
第 3 号 香美市議会委員会条例の一部を改正する条例の制定について
◆意見書案
第 6 号 訪問介護事業所への支援を求める意見書の提出について
第 7 号 ガソリン価格の軽減と、中山間地域のガソリンスタンドの継続策を講じるよう求める意見書の提出について
第 8 号 えん罪被害者のための再審法改正を求める意見書の提出について
第 9 号 原発再稼働は中止し、原発ゼロの決断を求める意見書の提出について
第10号 特定利用港湾の受け入れ撤回を求める意見書の提出について
第11号 聴覚補助機器等の積極的な活用への支援を求める意見書の提出について

※  以外はすべて全会一致で可決または同意されました。意見書案第８号は、賛成多数で可決されました。
※議案第48号の修正案および修正部分を除く同議案は全会一致で可決されました。

賛否が分かれた議案等に対する各議員の賛否の状況
会　　派 市民クラブ 自由クラブ 公明党 日本共産党 無会派 議長
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同意第 5 号 × 〇 × 〇 × 〇 × × × × × × × × × × × －

意見書案

第 7 号 × × × × × × × × × × 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 －
第 8 号 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 －
第 9 号 × × × × × × × × × × 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 －
第10号 × × × × × × × × × × 〇 〇 〇 〇 〇 × 〇 －

※「○」は賛成、「×」は反対、「欠」は欠席、「－」は議長につき採決に加わらず。
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意 見 書

６月定例会議に提案された意見書案は６件で、３件が可決され国に提出されることとなりました。
全会一致で可決された意見書２件を紹介します。

訪問介護事業所への支援を求める意見書（要約）

聴覚補助機器等の積極的な活用への支援を求める意見書（要約）

意見書を国に提出します

　難聴は認知症の危険因子の１つと言われており、難聴になると社会的に孤立する可能性も懸念
されます。近年、「気導補聴器」と「骨導補聴器」に加えて耳の軟骨を振動させて音を伝える
「軟骨伝導」等のイヤホンが開発され新たな選択肢となりました。　
　認知症予防とともに、高齢者の積極的な社会参画を実現するために下記の取り組みを強く求め
ます。

記

１．難聴に悩む高齢者が、医師や専門家の助言のもとで、自分に合った補聴器を積極的に活用す
る環境を整えること。

２．耳が聞こえにくい高齢者や難聴者と円滑にコミュニケーションを取れる社会の構築を目指し、
行政等の公的窓口などに、合理的配慮の一環として聴覚補助機器等の配備を推進すること。

３．地域の社会福祉協議会や福祉施設との連携のもと、聴覚補助機器等を必要とする人々への情
報提供の機会や場の創設等、補聴器を普及させる社会環境を整えること。

　2024年度の介護報酬の改定により、訪問介護サービスの基本報酬が２％以上の引き下げとな
りました。引き下げとなった背景には、介護事業経営実態調査にて訪問介護は全国的に他の介護
サービスより経営が安定しているという結果が出たことにあります。
　しかし、本市のような地方の訪問介護の現状は、中山間地域で暮らす要介護者も多く、訪問介
護事業所は効率的な経営は難しく、経営実態は調査結果とかけ離れており経営的に大変厳しい状
況にあります。
　訪問介護事業所による安定した介護サービスの維持確保を図るため下記の事項を講じるよう要
望します。

記

１．この度の訪問介護基本報酬引き下げの地方における影響を慎重に見極め、必要に応じて事業
継続への支援を行うこと。

２．都市部と地方部での経営実態の違いを踏まえて、介護事業経営実態調査の見直しを図ること。


